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以上 3 点である。  
第 3 章では、分析枠組みを提示する。分析枠組みについてはリバース・イ
ノベーションを新しい価値提案とバリューチェーンの組み換えであると捉え
て 議 論 を す す め て い く 。 バ リ ュ ー チ ェ ー ン に 着 目 し た 理 由 と し て
Govindarajan and Trimble（2012）の事例は主に、製品のイノベーションの























第 4 章から第 8 章まで 2 つのケーススタディを行う。1 つ目のケーススタデ













2 つ目のケーススタディは第 6 章から第 8 章で取り上げる。このケーススタ



























































入れられるイノベーションのことを指す 3（図表 1-1 を参照）。  
 
                                                   
3 Govindarajan が寄稿した Harvard Business Review のウェブサイトより
（http://blogs.hbr.org/cs/2012/03/the_2000_car.html）  
（2014 年 6 月 28 日閲覧）  
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図表 1-1 リバース・イノベーション  
 




のように整理している（図表 1-2 を参照） 4。  
 
①第 1 段階  グローバリゼーション  
②第 2 段階  グローカリゼーション  
③第 3 段階  ローカル・イノベーション  





                                                   
4 リバース・イノベーションの研究上の分類の記述は Govindarajan（2012）の Harvard 
Business Review のウェブサイトの記述に基づいている。
（ h t t p : / / b l o g s . h b r . o r g / c s / 2 0 1 2 / 0 3 / t h e _ 2 0 0 0 _ c a r . h t m l）  





ようなアプローチは 1960 年代から 70 年代に多く見られた。ここで
の研究としては Vernon（ 1975）のプロダクトサイクル理論が挙げ
られる（ Govindara jan and Tr imble ,  2012,  pp .358 -359）  
②第 2 段階はグローカリゼーションである。第 1 段階でコストを最小
化させたものの、ローカル市場で競争するには不十分だと認識した









究として Govindarajan and Trimble（2012, p.359, p.380）は、Bartlett and 









                                                   

















図表 1-2 多国籍企業の新興国市場へのアプローチ  
 




ーカル・イノベーションと第 4 段階のリバース・イノベーションの 2
つとなる。よって本論文においては新興国市場で最初に受け入れら れ
るイノベーションをローカル・イノベーションとし、ローカル・イノ
                                                   
6 Govindarajan が寄稿した Ha r v a r d  B u s i n e s s  R e v i e w  の ウ ェ ブ サ イ ト よ り
（ h t t p : / / b l o g s . h b r . o r g / c s / 2 0 1 2 / 0 3 / t h e _ 2 0 0 0 _ c a r . h t m l）  





 このように Govindarajan（ 2012）は「多国籍企業における新興国
市場へのアプローチ」という枠組みを用いて 4 つの段階に区分してい






（1） Hymer 理論 7 













この主張の詳細をみていくと、Hymer（1960, pp.24-25）は直接投資を 2 つに
                                                   
7 本節における記述は別途引用しているものを除き Hymer（1960, pp.23-34）に基づく。  
8 林（2008, p.6, p.19）によれば、優位性の排他的活用によって外国企業であることの不利を
克服し利潤を生みだすという論理は後年「Hymer and Kindleberger の命題」と呼ばれるこ




























































                                                   


















Vernon（1973, pp.67-77）によれば、第 1 段階が起こる 1 つ目の理由が新
製品の初期段階では、高度な製品差別化が存在していること、ならびに独占が
存在しているため、米国内で生産する利点があり、消費国以外で製造原価の安


















































（3） Bartlett and Ghoshal（1990）のトランスナショナルモデル 10 






Bartlett and Ghoshal（1990, p.58）は日欧米の多国籍企業を調査し、3 つ
の組織モデルに分類した。日本企業においてはグローバル型組織が当てはまる。
グローバル型組織は情報や権限の中央集中化を基本としており、海外での事業
をグローバル規模達成の足がかりにしている（Bartlett and Ghoshal, 1990, 
p.58）。グローバル型組織はグローバルの規模の追求に優れている。この組織




                                                   
10 本節における記述は別途引用を除き Bartlett and Ghoshal（1990）に基づく。なお
Govindarajan and Trimble（2012）は、その他、グローカリゼーションの範疇として Doz and 
Prahalad （1987）の「 I-R」グリッド、Ghemawat（2007）の「適応と集約」のトレードオ
フといった概念を取り上げているが、Google Scholar の引用文献数（Doz and Prahalad が
2165 件、Bartlett and Ghoshal が 7528 件、Ghemawat が 256 件、2014 年 12 月 15 日閲覧）









い（Bartlett and Ghoshal, 1990, pp.58-59）。これらの状況から海外子会社で
はイノベーションの機会を得ることができないことがわかる。そして、






















































ナショナル型組織よりも大きい（Bartlett and Ghoshal, 1990, p.59）。ここで































































































ラリアで 1980 年代末では、技術的ノウハウに対して支払われた金額の 5 分の
4 は外国企業に帰属していたとされる。つまり、新興国で基礎研究に従事した















































                                                   











場に適応できないことを問題として指摘している。では Govindarajan and 
Trimble （ 2012 ）が主張する新興国市場とはどういったものなのか。
Govindarajan and Trimble （2012, p.14）は新興国市場の主な特徴として所
得の低さと大規模な人口をあげている。  
 






























































図表 1-3 リバース・イノベーションで想定される逆流のための 2 つのルート 



























Govindarajan and Trimble （2012）によればリバース・イノベーションは 2














のかをまとめると次のように整理される（Govindarajan and Trimble, 2012, 














































図表 1-4 5 つのギャップの解消傾向  











































る。Govindarajan and Trimble（2012, p.52）によると支配的論理は「企業の
主要な意思決定者の考え方を支配するさまざまな正当性 13」と定義されている。






















                                                   
13 ここでいう正統性とは、過去の経験などからそのやり方や考え方が、成果を出す上では正







小さな機能横断型の企業家的な組織単位である（Govindarajan and Trimble, 
2012, p.92）。このローカル・グロース・チームの設立・運営には基本原則が
あり、論文では 5 つ、著書では 3 つ提示されているため、同一内容を除いた 7
つを明記する（ Immelt, Govindarajan and Trimble, 2010, pp.132-134; 





















                                                   
15 Govindarajan（2012）が寄稿した Harvard Business Review のウェブサイトより
（http://blogs.hbr.org/cs/2012/03/the_2000_car.html）   




















GE ヘルスケアでは、中国とインドにローカル・グロース・チームが 10 以上

























































































                                                   
16 本節における記述は別途引用を除き Govindarajan and Trimble（2012）にもとづく。  








 破壊的イノベーションの概念 18は Christensen（ 1997）が提唱した。
Christensen（1997）が指摘したことは、リーダー企業が自身の顧客の要求を
満たさないイノベーションを認識できないことである。結果、この種のイノベ



















                                                   




図表 2-1 持続的イノベーションと破壊的イノベーションの影響  
 
































る（井上 , 2010, p.200）。これは製品の設計思想に対応して構造化されている
バリューチェーンの集合であり、自社の製品を評価する上での基準となる企業









                                                   
19 井上（2008）によれば、バリューネットワークは Porter のいうバリューシステムのこと


















































































































図表 2-2 リバース・イノベーションの定義  
文献  定義  
Immelt, Govindarajan and 
















































図表 2-3 キャッチダウン型イノベーションと他の概念との異同  
 
出所：丸川・駒形（2012）p.5 図 1 より引用。  
 











発した日本円で 30 万円の自動車である「ナノ」があげられる。もう 1 つの捉
え方が、先進国の多国籍企業による海外の研究開発成果が本国に逆流する場合
                                                   























 Govindarajan and Trimble（2012）、丸川・駒形（2012）、榊原（2011）、
鷲田（2014）、安室（2012）らの主張を踏まえると、リバース・イノベーショ






                                                   













担い手に関係なく「リバース・イノベーション」と捉える (図表 2-4 を参照 )。 
 
























































ベ ー シ ョ ン の た め の 組 織 を 新 し く 設 計 す る こ と で あ る と 述 べ て い る






























































の比較を行うにあたって、過去の日本は Govindarajan and Trimble（2012）
の想定するリバース・イノベーションの対象となる新興国に当てはまるのかと
いう点を検討する必要がある 22。この点については Govindarajan and Trimble

















の 1 つである。Govindarajan and Trimble（2012, p.366）はそういった前提
にたち、1970 年代から 1980 年代の日本企業がアメリカ市場に参入した事例
はリバース・イノベーションとして当てはまるのか考慮する必要があると主張
した。彼らは日本をリバース・イノベーションとして取り扱うことの留意点 24








                                                   
23 リバース・イノベーションが紹介された事例はインドと中国市場のものであった（ Immelt 
et al, 2009）。  
24 本論文では留意点を 3 つ取り上げているが Govindarajan and Trimble（2012, p.366）は
4 つの留意点を取り上げている。4 つ目の留意点は「新興国の巨人がグローバル化する状況は












なる点は 1 人当たりの平均年間所得であるとされる（Govindarajan and 
Ramamurti, 2011, p.195; Govindarajan and Trimble, 2012, p.14）。そのため、
現在のインドや中国は GDP を通して見ると、世界の上位国に位置するが、1
人あたり平均所得では下位に位置するため先進国ではないとされる。1980 年
代の日本の 1 人当たり平均所得はアメリカ（100%とみる）と比較して 81 パ
ーセントであり、Govindarajan and Trimble（2012）が主張する現在のイン
ドと中国は 7%、15%と大きな隔たりがある（Balassa and Noland, 1988, p.3）。 
しかし、過去の日本におけるホンダの事例に関してはこの主張と異なる事例
であると考える。まず、事例の対象として取り上げる当時、新興国企業である
ホンダが開発したスーパーカブの発売年は 1958 年であり Govindarajan and 
Trimble（2012）が主張する 1988 年とは状況が異なる。諸外国と比較可能な
データがある 1960 年の一人あたりの国民所得についてみると、日本はアメリ
カに比べ国民所得は約 6 分の 1 であり、先進国とは言い難い（図表 2-5 を参
照）。  
 
図表 2-5 1960 年の 1 人当たり国民所得の比較（単位ドル）  
アメリカ  カナダ  イギリス  西ドイツ  フランス  イタリア  日本  




の 1 人当たり国民所得はアメリカ（100%とみると）と比較すると、約 16%で














カブの排気量である 50cc 程度は規制がなかった。実際、1951~1954 年の間、
ドイツのクライドラーK51 というモデルを大日本機械工業がノックダウン方




























 実証的な分析としては 1975 年に報告された Boston Consulting Group（以








                                                   
25 本論文以外にも過去の日本をリバース・イノベーションの対象に含める主張がある。高橋





















































































































（１）Govindarajan and Trimble（2012）の主張について 
リバース・イノベーションが行われるにあたっては次のステップを経るとさ



































諸活動の連鎖という考えはビジネスシステム概念（The Business System 
Concept）として米国 McKinsey 社によって提唱された。ここではこのバリュ


























                                                   






図表 3-2 サウスウエスト航空の活動システム図  
 
出所：Porter（1996）邦訳 , p.79 より引用 27 
 
























































































































































































































































                                                   
















































（冨塚 , 1980, p.66）。日本でも国産品の自動二輪は生まれたが、その中の大手
であるミヤタで月産 150 台であり、ハーレー・ダヴィッドソンから製造権を










出版編 , 2007, p.38）。民間企業の設備投資は 1955 年に比べ 40%増であり、神
73 
 

















残っていた部品でとりあえず生産を再開していった（太田原 , 1999, p.3）。第
2 のグループとして、軍需産業からの転換グループである。これらのグループ
として、富士産業（現・富士重工）、中日本工業（現・三菱重工業）、といった
航空機メーカーが挙げられる（太田原 , 1999, p.3）。彼らは戦前にはなかった
分野の車種であるスクーターという足を揃えて乗ることのできる車種を主に
生産した。スクーターは 1919 年にヨーロッパで生まれ、第二次世界大戦中は
飛行場での利用など軍用として使われていた（冨塚 , 1980, pp.75-76）。航空技
術の応用で容易に生産可能であることから、戦後、世界的に航空機メーカ （ーイ
タリアやドイツ）の転換事業としてスクーターの生産が選択されていた（太田







図表 4-1 日本市場の規模（年度別生産台数）  
 オートバイ  スクーター   
 51~125cc 126~250cc  250cc  125cc 126cc 合計  
1955
年  
106,728 91,251 6416 12,298 42,702 259,325 
1956
年  
153,163 99,565 5,500 26,286 48,176 332,720 
1957
年  
189,906 113,229 5,786 45,177 55,966 410,064 














1949 年 8 月には初のオートバイタイプである D 型ドリームが製品化され、販
                                                   





店の数は日本全国で 300 店であり、その内ホンダを扱う代理店は 20 店舗ほど
であった（本田技研工業 , 1999, p.24）。ホンダの専門店はなく新参のホンダは
すべて委託販売で支払いは先方の都合任せといった状態であった（本田技研工
業 , 1999, p.24）。委託販売とは、製品が売れた分だけ、メーカーが販売店にマ
ージンを支払う方法である（横井 , 2009, p.311）。当時の自動二輪の販売構造
は 1 県 1 代理店制の慣行があり、総代理店の下に県代理店があり、さらにそ
れぞれ県下の販売店があるというのが、販売組織の普通の形であった（鈴木自
動車工業 , 1970, pp.339-354）。ホンダにおいても 1951 年 9 月に定めた代理店
（メインディーラー）契約は原則として 1 県 1 代理制で、1 店あたりの責任販
売量は 1 か月 10 台以上とした。しかし、当時のホンダの販売している車種は
D 型ドリームのみで、月産 600 台に達していなかった。ホンダの知名度が低
いといった要因から、実態としては 1 代理店が複数の府県にまたがり販売権
をもっていた 32。  
このような状況からの脱却をはかり、ホンダの販売網の拡大となったのは








                                                   
31 このころはリュックサックでブローカーが買い出しにくる時期は終わっていた（本田技研
工業 , 1999, p.24）。  
32 例えば福岡の「新出光」が九州全体を、関西では大阪の「ホンダ販売」が大阪、兵庫、京
都、滋賀、和歌山にまたがる代理店経営をしていた（出水 , 2002, p.24）。  































                                                   























このような販売体制の構築も作用し 1952 年に発売されたカブ F 型の生産台
数は当初の月産 300 台から、半年後には月産 7000 台に達するヒット商品とな














った（中部 , 2001, p.179）。ホンダは補助エンジン付自転車（モーターバイク）
のカブ F 型 36で成功し自動二輪メーカーとして創立 5 年で日本最大のメーカー
になった（中部 , 2001, p.179）。しかし、エンジンの性能が上がるにつれ、補
助エンジン付き自転車ではフロントフォークが折れる事故が発生した（日本自





（原田 , 2004, p.58） 37。  
1955 年にはホンダは 125cc のベンリィを販売した。代理店の数も増え、原





い時に、「月賦手形方式」という方法を三菱銀行の勧めで採用した（出水 , 2002, 
p.28）。これによりベンリィは急速に普及し、他のメーカーは苦境に立たされ






                                                   
36 補助エンジンは同時期には全国各地に数えきれないほどのメーカーが生まれた。シリンダ
ーの鋳物を外注すれば、町工場規模の旋盤とフライス盤の設備で製品化が出来たからである
（出水 , 1991, p.55）  
37 スズキにおいても、同様の自転車用補助エンジンのモデルである「ダイアモンド・フリー
号」は構造上のバランスを欠くため次第にユーザーに飽きられるようになったと述べている
（鈴木自動車工業 , 1970, p.339）。  
38 本節における記述は別途引用を除き本田技研工業（1999, p.30）に基づく。  
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需要は 125cc クラスや 250cc クラスが担うようになっていった（出水 , 2002, 
p.35）。そのため新しい 50cc 自動二輪の開発を目指すようになった。この新し
い 50cc の自動二輪は総称としてモペットと呼ばれた 39。補助エンジン付き自











れているものである（出水 , 2002, p.35）。この種の自動二輪は欧州が先行して
おり、欧州ではペダルのついた車種が一般的であった（出水 , 2002, p.35）。ペ
ダルがついていたのは、当時の 50cc エンジンではペダルなしで坂を登れるの
か疑問視されていたからである（鈴木自動車工業 , 1970, p.348）。  
二輪メーカー各社がモペットに参入したが、その中で成功を収めたものが
1958 年 8 月に発売されたホンダのスーパーカブである。本田技研工業（1999, 
p.48）によれば 40、世界に目を向けるのであれば、発展途上国のことも考える
必要があり、故障が少なくメンテナンスも容易ということで単気筒 OHV エン
ジンを採用した。エンジン性能に関しては、馬力が 4.5 馬力あり、当時の 125cc
クラスに匹敵し、実用車として十分に耐えうるものであった（日本自動車工業














                                                                                                                                                     
ける 50cc 以下の自動二輪をモペットと呼ぶ。  




スーパーカブの特徴の一つとして 17 インチホイールの採用がある。17 イン
チホイールは操縦安定性、悪路走破生、乗りやすい車高、停めたときの足つき
性、を考慮に入れると最適なものであるとされた（本田技研工業 , 1999, p.49）。
走行安定性を考慮した理由として、日本の市場環境を理解する必要がある。も
ともと戦前の日本の陸上輸送は鉄道中心で、道路整備は遅れていた。スーパー
カブ発売の前年である 1957 年においても国道の舗装率はわずかに 21.9%とい
う実情があった  （日本自動車工業会 , 1995, p.161）。1952 年前後は東海道の
国道 1 号線であっても大部分は農道で、倒れずに走るのがやっとであったと
される（冨塚 , 1980, p.130）。そして顧客は荷物の運搬用として、人間の背丈
よりもはるかに高い荷物を積むことも決して珍しくない状況であり、速度は
60km/h も出れば満足であった（冨塚 , 1980, p.168）。航空機の尾輪を参考に
作った 8 インチタイヤを採用しているライバルメーカーのスクーターに比べ、
スーパーカブの 17 インチホイールは悪路走破性、走行安定性に優れるものと
なった（木村 , 2004, p.75）。しかし、当時、このタイヤのサイズは生産されて
おらず専用品であった。当時の車体設計課長の原田義郎は次のように語る（本
田技研工業 , 1999, p.49）  
 
「タイヤメーカーさんは、最初はウンと言ってくれなかったんです。ホンダの











に設定されていた。当時 125cc クラスの自動二輪が 100,000 円程度であるの
で、おおよそ半値であった（八重洲出版編 , 2007, pp214-215）。この価格を実
現した要因の 1 つとして、1959 年にスーパーカブ専用の工場として建設され

















                                                   





















シイタケ栽培業者など異業種の人にも声をかけた（本田技研工業 , 1999, p.51）。
スーパーカブの販売による販売網の変化を営業課長の川島喜八郎は次のよう












までになった（図表 4-2 を参照）。スーパーカブの総生産台数は 1959 年 7 月
には 43,000 台、10 月には 50,000 台を突破し、12 月には 70,000 台近くにま
                                                   
43 ライバルメーカーであるスズキにおいてはホンダと同様のバイクエンジンから事業を開
始しているので、自転車店がはじめに開拓されていた（鈴木自動車工業 , 1970, p.38）。その







で達した（出水 , 2002, p.42）。  
 
図表 4-2  日本メーカー各社のモペットの生産台数  
 1958 年  1959 年  1960 年  1961 年  
ホンダ  13,129 台  139,238 台  464,636 台  604,028 台  
ヤマハ  ―  ―  60,669 台  56,632 台  
スズキ  28,907 台  46,657 台  98,358 台  123,071 台  
カワサキ  ―  ―  ―  10,277 台  
富士重工  ―  ―  20 台  18,382 台  
山口自転車  1,076 台  64,391 台  123,437 台  125,006 台  
ブリジストン  ―  ―  24,557 台  80,763 台  
その他  36,556 台  74,304 台  133,030 台  115,426 台  















1957 年に軽運搬用の三輪車であるダイハツのミゼットが 30 万円で発売し
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普及し始め、1958 年にはモータリゼーションの一翼を担ったスバル 360 が発
売された。その結果、移動やモノの運搬は次第に自動車へと移っていくことに
なった。1960 年の道路交通法 44による規制もあり、二輪メーカーの淘汰が進
んだ 45。1951 年から 1955 年には 150 社にのぼるメーカーが存在したともい
われるが、1962 年には 15 社、1966 年には現在のホンダ、ヤマハ、スズキ、
カワサキといった  4 メーカーが国内出荷シェア 95%を占めるようになった








図表 4-3 ホンダにおける主な出来事 
年度  主な出来事  
1947 自転車に取り付ける A 型エンジンを発売。  
1948 本田技研工業株式会社を設立  
1949 初のオートバイタイプ D 型ドリームを発売  
1952 カブ F 型を発売  販売先として自転車店の開拓に成功  





                                                   
44 二輪に関係する改正として 125cc 以下の無試験での「運転許可」の撤廃、50 ㏄でも試験に
よる運転免許が必要になった。また 50cc 以下で免許年齢が 14 歳から 16 歳に引き上げ、二人
乗車も不可になった（日本自動車工業会 , 1995, p.58）。  
45 小規模メーカーは販売店の焦げ付きによって、納めた製品代金の回収が出来ず、経営を圧










に対応できなかったことがわかる（八重洲出版編 , 2007, p.1009）。  
 
「1958 年にはホンダ、ヤマハが登場してスーパーカブなど 50cc に人気が集中
したが、この時期が 1 つのモーターサイクル業界の転換期だったと思う。500cc
から 250 cc への切り換えでは成功した目黒も 50cc では技術的に追いつけず、
製作してもコスト高で競争力がなかった。私たちが 50cc を出した時は出遅れ
で 100 台ほど作った 50cc はほとんどスクラップになった」  
 
戦前において、自動二輪はツーリングやレース、陸軍、警察、郵政という軍













































力はなかった（出水 , 2002, pp.17-18）。このようなバイクエンジンは他社でも
見られ、1952 年から 1953 年は、市場は大きく成長し、生産が需要に追い付
かずリュックサックに札束を詰めた自転車商やブローカーが泊りがけでメー
カーに買いつけにくる様子であった（出水 , 1991, pp.53-54）。ホンダでは陸軍
エンジンの在庫がなくなり、自社で 50cc エンジンを開発して取り付けた。こ
れがホンダの初期のヒット商品であるカブ F 型である（出水 , 2002, p.18）。カ
ブＦ型の成功は販売網の構築・整備をすすめた。その後、カブ F 型は自転車
にエンジンを取り付けたもので、自転車の延長であり、馬力不足から坂道では
ペダルでアシストする必要があった（鈴木自動車工業 , 1970, p.154）。戦前か
らのメーカー、また、その顧客においても 50cc の補助エンジン付き自転車を
自動二輪として認識しておらず、補助エンジン付き自転車からの流れを汲む自
動二輪の小型化の潮流と大量生産への転換に遅れたと考えられる (図表 4-4 参
照 )。  
 





















カ市場に参入する前の 1957 年において人口 1000 人あたり各国二輪普及率は
アメリカ 2.7 台、日本 16 台、フランス 130.2 台、イタリア 70.4 台、西ドイツ
47.3 台であった（出水 , 2002, p.200）。アメリカはヨーロッパ諸国と比べても
二輪が普及していないことがわかる。自動二輪はレジャー愛好家やレースマニ
アなどの一部の限られた人の乗り物であり、マーケットのほとんどが排気量





ーであり、ホンダ参入前の 1955 年当時のアメリカ市場の約 70%を占め、二輪
                                                   
46 五十嵐（1970）によれば T 型フォードは 1908 年に販売され、1910 年には 950 ドル、大
量生産により 1925 年には 290 ドルまで下がった。一方のハーレー・ダヴィッドソンの 1913
年型モデル 9E はミルウォーキー渡しで 285 ドル、カナダ向け 350 ドルであり、自動化の進




メージが確立されていた（小島 , 1999, p.65）。  
 
図表 4-5 ハーレー・ダヴィッドソンの生産台数 
 1957 年  1958 年  1959 年  
F モデル 1200cc 5,616 6,038 5,767 
XL モデル 883cc 2,401 1,529 2,061 
G モデル 750cc （三輪
車）  
1,192 926 812 
ST モデル 165cc 2,401 2,445 2,311 
B モデル  125cc  1,350 1,677 1,285 
その他  119 61 106 
総生産台数  13,079 12,676 12,342 
出所：Wright（1987）邦訳 , pp.85-101,pp.367-368,p.373 をもとに筆者作成。  
 
図表 4-5 をみると、アメリカの主要なプレイヤーであるハーレー・ダヴィッ
ドソンの生産台数の 7 割を排気量 750cc 以上の大型排気量で占められている
ことが分かる。このことからアメリカが大型二輪の市場であることが確認でき
る。ヨーロッパメーカーもアメリカ市場では、大型排気量車の輸出に力をいれ
ていた（Mintzberg et al, 1998, p.213）  
太田原（2000, pp.392-394）によれば、ホンダが進出する時期のアメリカの
二輪市場の状況について日本機械工業連合会の海外市場調査部会が詳細を述
べている 47。1958 年 6 月にまとめられたこの報告書によれば、ホンダが進出
した時期の米国二輪市場の状況として、自動二輪の輸入台数は増加傾向であっ
たことが明らかになっている（図表 4-6 を参照）。  
 
                                                   
47 本段落は別途引用を除き太田原（2000, pp.392-394）の記述に基づく。  
91 
 





















イギリス  7,665 5,752 7,798 10,112 12,861 12,998 8,685 
西ドイツ  1,554 2,411 3,298 3,225 7,512 14,299 5,143 
イタリア  6,925 6,261 2,954 6,740 7,985 16,368 16,150 
オースト
リア  
―  ―  ―  ―  5,157 7,613 9,833 
日本  ―  ―  ―  ―  37 473 862 
チェコ  ―  ―  ―  ―  236 578 536 
フランス  ―  ―  ―  ―  253 0 610 
 その他  19 159 3,306 2,400 107 819 421 
 合計  16,153 14,583 17,353 22,507 34,148 53,148 42,420 
出所：太田原（2000）p.393 
 
とりわけ 1956 年から 1957 年に入ってからは、前年比で 156%伸びている。








                                                   
48 サンフランシスコの二輪車登録名簿（総数 2,752 名）からサンプル 200 人分を無差別に取
り出し行っている。項目は保有状況、使用機種に対する意見、今後の購入計画、世帯情報、





























                                                   
























実際に 1959 年 9 月から 12 月までの総販売台数 175 台のうち、スーパーカ
ブが 115 台を占めた（出水 , 2002, p.211）。スーパーカブを欲しがる業者は、
自動二輪販売店ではなく、スポーツ用品店であった（Pascale, 1984, p.55）。
そこでホンダはスーパーカブ中心の販売戦略を検討することになった。  
従来の自動二輪販売店はアメリカ全土で 3000 店舗あり、1 週間の内 5 日間











販売先の整備により、1000 近い店舗のディーラー網を構築した。  
従来の自動二輪の利用方法はレースやレジャーの場での遊び道具として自
動車のおまけ的な位置づけであった。自動二輪のイメージは「ブラックジャケ





（中部 , 2001, p.268）。  
販売活動においても違いが見られた。アメリカのメーカーであるハーレー・
ダヴィッドソンの広報活動は業界紙に広告を載せることで既に自動二輪に乗
っている人に働きかけていた（Wright, 1987, 邦訳 , p.309）。1950 年代は印刷
宣伝媒体費の半分以上を自動二輪の専門雑誌に投入しており、広告の中身は市














結果としてスーパーカブは 1963 年には 84,000 台を売り上げ、1965 年には
268,000 台を販売した。日本貿易機構（1960, p.649）によれば、日本におけ







た  （小島 , 1999, p.65; Wright, 1987, 邦訳 , pp.85-101, pp.367-368, p.373; 








リスメーカーの自動二輪が軒並み 1000 ドルから 1500 ドルする中で低価格で









図表 4-7 米国西海岸における各銘柄現地小売価格 51 
排気量  生産国  メーカー  機種  価格（ドル） 
175 
～150cc 
日本  ホンダ  CA95 460 
イギリス  BSA 社  Super bantam 475 
イタリア  2 社  4 種  519~599 
チェコスロバキア  Jawa 社  3 種  399～498 
125cc 日本     ホンダ  CB92 495 
イギリス  BSA 社  Bantam 405 
イタリア  2 社  3 種  499～629 
チェコスロバキア  Jawa 社  Scrambler 406 
50cc 日本  ホンダ  C-100 スーパーカブ  245 
西ドイツ  NSU 社  N 275 
チェコスロバキア  Jawa 社  不明  219 
出所：太田原（2000）p.404 をもとに筆者作成。  
 
図表 4-8 50cc クラスの市販車の出力比較（1958 年 7 月） 
製品名・メーカー名  メーカーの所在地  馬力  
スーパーカブ  日本  4.5 
モトムスポーツ  イタリア  2.7 
ランブレッタ  イタリア  1.7 
ヴィクトリアニッキ  ドイツ  2.45 
クイックリィ  ドイツ  1.3 
プジョー  フランス  1.8 
スズモペット  日本  2.0 
出所：出水（2001）p.39 をもとに筆者作成。 
 
                                                   












った（日本自動車工業会 , 1995, p.161; 本田技研工業 , 1999, p.49）。アメリカ
市場においては悪路走破性に優れている点が、ダート・ツーリングに限らず狩
猟やその他アウトドアレジャー、大規模農園の牧場管理用の馬の代替品として
利用でき、評価されることとなった（本田技研工業 , 2001, p.46）。一方、アメ
リカ市場で輸出を伸ばしていた戦後欧州メーカーの小型排気量車の主流はス
クーターであった（太田原 , 2000, p.393; Koerner, 2012, pp.131-134）。しか
し、スクーターは構造上ホイールが小さく、十分なサスペンションのストロー
クがとれないため、悪路走破性に劣り、狩猟やアウトドアレジャーといった利



















































































































台数のシェアにおいて、1960 年で約 65%、1975 年では約 45.5%であった（本
田技研工業 , 1983, p.66）。ホンダは自動車業界への参入し、経営資源を自動車
へ集中させたため、シェアを落とすものの自動二輪業界を代表するメーカーで
あるといえる。ホンダのアメリカ市場への参入は 1959 年 9 月であり、アメリ
カ市場における成功は小型の自動二輪であるスーパーカブが端緒となった
（BCG, 1975; 出水 , 2011; 太田原 , 2000）。しかし、アメリカの自動二輪市場
で初めから売れたわけではなく、様々な販売活動を展開し、自動二輪は低所得
者が利用するというイメージをホンダは変えていく中で、徐々に受け入れられ
たとされる（BCG, 1975, p.7）。1962 年 12 月に年間総販売台数 4 万台を突破
するようになった（本田技研工業 , 1999, p.124）。  
アメリカ市場の概況を見ていく（図表 5-1 を参照）。すべての排気量別のデ
ータが揃うのは 1964 年からであるが、もっとも排気量が低いクラスである
90cc 以下は最大の販売量を誇り 1965 年まで大きく上昇している。その後、反
転して 1968 年まで停滞し再び大きく上昇している。しかし、最大の販売量を





図表 5-1 アメリカ市場における全輸入車の輸入台数推移  
 




か検討する。ホンダは先行研究（BCG, 1975; 出水 , 2011; 太田原 , 2000）が
主張するほど順調に売り上げを伸ばし、上位市場への移行がスムーズに行えた
たわけではない。図表 5-1 から読み取るとホンダが得意とした小型の自動二輪
車は 1966 年から 1968 年で急激に売り上げを落とす。当時のホンダはスーパ
ーカブの躍進で、そこから 65cc や 90cc の派生車種を加えることで売り上げを
伸ばしていた（藤沢 , 2009, p.100）。ところが、1966 年の春の需要に備え、3
月、4 月、5 月と在庫を蓄えていたのが、6 月で売れ行きが落ち込み、在庫が


















積みあがった（藤沢 , 2009, p.100）。そこでホンダは輸入をストップさせた（日
本自動車工業会 , 1967, p.19）。日本自動車工業会（1967, pp.34-35）によると
1967 年の 1 月‐3 月期では、101,700 台を米国に輸出したが、1966 年同期の
2 分の 1 以下となった。日本メーカー全体においては 74%の減少であった。し
かし、イタリアメーカーは同期に上位のクラスの輸出を増やし全体として
5.7％の減少に抑えていた。またイギリスメーカーも同様に同じ時期大型クラ


















「50cc、65cc の売上は落ち、250cc クラスに人気がある。さらに 650cc、750cc
への移行する傾向も強い。」  
 







ような証言がある（日本貿易機構 , 1967, pp.2-4）  
 





型であるホンダの 450cc やカワサキの 650cc はイギリスメーカーやドイツメ
ーカーの BMW と比較して、競争力が弱く、需要の変化は日本製品の将来にマ
イナスであると結論付けた。ホンダの 450cc モデルである CB450 の開発の中










ホンダにおいて 1968 年時点で大型排気量車の主力は 350cc であった（日本
自動車工業会 , 1968, p.4）。ホンダは 350cc クラスのレースにおいては 1962




























トレイルは 1969 年 1 月から 10 月において伸びが大きく、実績を示した車種












用として利用されていた（日本自動車工業会 , 1969, pp.1-2）。60%を占めるレ
ジャー用の利用のうち、15%は自動二輪コースになっている山道や原野でのス
ポーツ走行、45%は車に積んでキャンプ場周辺で乗り回すのに用いられている
と推定されている（日本自動車工業会 , 1970, p.3）。この種のユーザーは主と
して、10 歳から 16 歳の男の子である。3 分の 2 のユーザーはこのカテゴリー
に入るとみられている。また 10%近くのユーザーは 10 歳以下であった。残り
の 25%を 25 歳以上の人が家族とのレクリエーションで使っていた。レジャー
用の自動二輪は公道を走らないため登録を必要とせず、1970 年時点のシェア
は、実際の販売台数は統計で集計された販売台数 20%以上を上回る台数であ
ると推定された（日本自動車工業会 , 1970, p.3; 1971, p.44）。アメリカ市場に
おける排気量別の輸入動向では、ミニトレイルの需要動向を反映して、90cc
未満の輸入台数は 1969 年 1-7 月で、144,000 台（20,000,000 ドル）となり、
1968 年通年の 89,000 台（12,000,000 ドル）をはるかに超す勢いであり、日
本車のシェアは 92%であった（日本自動車工業会 , 1969 p.2）。全体的にみる
と、1969 年 1-7 月の実績で前年同期に対する増加分の 67%が 90cc 以下の車
種の増加によるものであった（日本自動車工業会 , 1969, p.3） 55。  
ミニバイクなどの新しい市場開発しつつ、ホンダが上位の市場で大きく成功
を収めるのが、 1969 年に発売されたのがスーパーバイクであるドリーム
CB750FOUR（750cc）であった（本田技研工業 , 1999, p.196） 56。このモデ
ルはホンダにとって初の大型機種であり販売見通しを立てるのも難しいこと
                                                   
55 日本自動車工業会（1969, p.3）によれば、90~190cc も同様の傾向で、90%を日本車が占
めており、190cc~290cc では 1968 年の市場シェア 50%から 70%に上昇した。290cc 以上の車
種では、70%のシェアを獲得した。  











員 を 導 入 し 、 品 質 ・ コ ス ト と も に 計 画 通 り 立 ち 上 が っ た 。 ド リ ー ム
CB750FOUR は当初の年間生産計画台数 1,500 台が月産台数になり、さらに
倍の 3,000 台へと引き上げられた。  
1968 年までスーパーバイク市場 57でその地位を確立していたのは、イギリ
スメーカーとアメリカのハーレー・ダヴィッドソンであり、市場を二分してい
た（日本自動車工業会 , 1972, p.12）。しかし、ホンダのドリーム CB750FOUR
の発売は、上位市場の顧客に大きく受けいれられた。1971 年にはホンダのモ
デルが 22,000 台であり、アメリカメーカーのモデルが 10,000 台程度、イギ
リスメーカーのモデルが 14,000 台程度で、上位市場において大きなシェアを
占めている（図表 5-2 を参照）。  
1972 年にはカワサキから 900cc の大型自動二輪が発売され、ホンダは対抗
し 1974 年には 1000cc（GL1000）の大型自動二輪を発売、1980 年には 1100cc
へと拡大された。この GL1000 は当初日本で製造していたが、需要の増大に
伴いアメリカ国内で製造されることになった (本田技研工業 , 1999, p.197)。こ
のように日本メーカーの上位市場進出により 1973 年に約 80%を誇ったハーレ
ー・ダヴィッドソンの 850cc 以上の大型二輪のシェアは 1983 年には 23%に低
下した（Teerlink and Ozley, 2000, 邦訳 , p.15）。  
 






図表 5-2 アメリカの「スーパーバイク」市場における販売台数（単位：台） 
製造国  メーカー・（排気量）  1970 1971 1972（推定）  
日本  ホンダ（750cc）  22,000 34,000 44,000 
日本  ヤマハ（650/750cc）  3,000 9,000 20,000 
アメリカ  ハーレー（1000cc）  不明  11,000 15,000 
アメリカ  ハーレー（1250cc）  不明  9,000 13,000 
イギリス  トライアンフ（650cc） 14,000 14,000 12,500 
日本  カワサキ（900cc）  - - 8,500 
イギリス  ノートン（750cc）  4,000 4,500 6,500 
日本  スズキ（750cc）  - 不明  6,000 
イギリス  BSA（650/750cc）  6,000 4,000 4,500 
ドイツ  BMW（750cc）  1,000 3,000 3,500 
イタリア  モ ト ・ グ ッ ツ ィ
（750/800cc）  
1,300 2,000 2,200 
イギリス  トライアンフ（750cc） 1,000 900 1,800 
イギリス  BSA（750cc）  1,000 600 400 
注：表中の「‐」はその年には発売されていないモデルを指し、「不明」はその年に発売され
ているが台数が明らかでないものを指す。  
出所：日本自動車工業会（1972）  p.15 を基に加筆修正。  
 











図表 5-3 アメリカ市場における英国メーカーのシェアの推移  
  450cc~749cc 750cc 751cc 以上  
  英国  他社  英国  他社  英国  他社  
1969
年  
モデル数  4 4 3 2  ―  2 
販売台数  
（1,000 台） 
25 23 4 4 ―  12 
市場シェア  49% 45% 49% 48% ―  100% 
1973
年  
モデル数  2 8 3 5 ―  3 
販売台数  
（1,000 台） 
12 125 21 83 ―  46 









カーは 1972 年にカワサキが初めて 750cc 以上の自動二輪として、900cc のモ
デルを発表し参入している。  
イギリスメーカーの BSA においては 1969 年 1 月~8 月までのデータで、ア
メリカ市場でのシェアは、250cc 級では 14%、500cc 級では 50%、650cc 級で
は 96%、750cc 級で 60%であり、250cc 以上全体のシェアでは 30%であった
（日本自動車工業会 , 1969, p.7）。これらをふまえると、1969 年のアメリカ自
動二輪市場は三層構造となっていたことになる。450cc より下位の排気量は日





ギリスメーカーの BSA は国外に 5 分の 4 を輸出していた。そして、その主要
市場はアメリカであった（日本自動車工業会 , 1969, p.3） 59。  
ホンダが 1959 年 9 月にアメリカ市場に参入し、1960 年で月間売上が数百
台であった頃、1960 年 9 月 16 日、イギリスの二輪メーカーBSA 社技術販売
担当重役である Edward Turner が来日し、ホンダ・スズキ・ヤマハの工場を

















98cc のモペッド、100cc や 225cc のスクーターが実際に計画、販売されてい
                                                   
59 イギリス本国の市場は、5 分の 4 を日本製と欧州製（イギリスを除く）を占めており、イ
ギリスの自動二輪ディーラーは輸入車がなければ商売が成り立たない状況であった（日本自
動車工業会 , 1969, p.5）  








その後、イギリスメーカーは 1963 年から 1965 年の間にアメリカにおける
市場シェアを 27%減少させた（日本自動車工業会 , 1967, p.29）。しかし、BSA
（トライアンフと BSA オートバイ製造会社）の会長である Eric Turner は









（日本自動車工業会 , 1967, p.29）。一方でイギリス製自動二輪車の凋落の原因
について、コンサルティング会社であるマッキンゼーの Marvin Bower は次

















しかし、その後のイギリスメーカーにも認識の変化が見られる 61。1967 年 6
月 29 日には、産業に対する女王賞がイギリスの BSA モーターサイクル社に
与えられた。これは 1966 年 7 月に終了した会計年度中の輸出実績に優れた会
社に対して贈られるものである。事実、BSA 社は輸出比率が 1966 年度には
86%、1967 年度には 95%という数字であった。しかし、BSA 社の Eric Turner
会長は受賞時の会見で危機感をもって次のように述べた（日本自動車工業会 , 











が 1 位、ノートンが 2 位であった。このようなレースの結果は販売に寄与し
ており、多くの国での販売は軍用と警察用の堅実な契約により支えられていた
とされる。  
                                                   
61 本段落における記述は日本自動車工業会（1967, p.29）の記述に基づく。  
62 本段落における記述は日本自動車工業会（1967, p.34）の記述に基づく。  
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図表 5-4 アメリカ市場におけるイギリス車の輸入台数  
 
出所 :日本自動車工業会発行の『二輪車海外情報』の各巻をもとに筆者作成。  
 
その後、イギリスメーカーの BSA は 1970-1971 年度において、約 3,000,000
ポンドの損失を計上した（日本自動車工業会 , 1971, p.10）。そして 1973 年に
は実質破産となり、1973 年 7 月ノートン・ヴィリヤーズ社と BSA 社は 500
万ポンドの政府援助を得て合併した（永山 , 2007, p.7; 日本自動車工業会 , 
1974, p.8）。イギリスの『ファイナンシャル・タイムズ』の記事（1974 年 3
月 30 日）によれば、ヨーロッパのメーカーは 250cc から 350cc クラスで日本
製品に対抗しうるだけの量産規模を持っていなかったという理由によって、し
ばしば大きな損失をこうむりながら次々と米国市場から撤退した（日本自動車
工業会 , 1974, p.8）。1973 年には、輸出台数が生産台数を上回る異常な事態と
なった。これは、1973 年末の数か月間トライアンフ工場では生産がされなか
ったことや、秋季の販売が在庫の取り崩しによって行われたことを示している
（日本自動車工業会 , 1974, p.8）。イギリスメーカーは自社の得意とするアメ
リカ市場の中・大型クラスにおいて急速に輸入台数を減少していることが見て
取れる（図表 5-4 を参照）。  















































すべきか検討するため BCG （1975）に調査を依頼した 65。BCG の報告によ
れば、イギリスメーカーが取った行動は、収益性の低い分野から次々と撤退し、
品質志向の生産で高馬力の収益性の高い領域へひきこもっていったとされる。
                                                   
63 本節は日本自動車工業会（1974, p.10）の記述に基づく。  
64 日本自動車工業会（1974, p.10）の記述を引用しているが、ファーストネームは分からな
かった。  


























1955 年ではアメリカ市場の約 70%を占めていた（小島 , 1999, p.65）。大型の
自動二輪（主に 883cc 以上）を生産し、主な顧客は国産品ということもあり、
警察パトロールや軍隊といった業務用需要で強い顧客関係が維持されていた
（小島 , 1999, p.65）。アメリカ市場においては小型自動二輪で成功したのはホ
                                                   





S モデルと呼ばれる 125cc であった（Wright, 1987, 邦訳 , p.91）。S モデルは
ドイツの DKW 社が開発したもので、ドイツが戦争に負け、特許権を全て失い、
また、DKW の工場が西側にあったためイギリスのトライアンフやハーレー・
ダヴィッドソンが生産し始めたモデルであった（Wright, 1987, 邦訳 , p.91）。
ハーレー・ダヴィッドソンにおける意思決定では、ホンダがアメリカで営業を
開始（1959 年 9 月）と同時期の 1959 年 6 月 17 日に中量級バイクについては




る方針をとった（日本貿易機構 , 1965, p.12）。その第一弾として 1961 年に発
売されたのが、250cc の sprint と呼ばれるモデルであった（Wright, 1987, 邦
訳 , p.110）。  
ホンダが参入した小型の自動二輪市場の将来についてハーレー・ダヴィッド
ソン社長、William H. Davidson は米国誌『フォーブス』の取材に対して次の













1969 年にはレジャー及び産業用製品グループである AMF 社に買収された
（日本自動車工業会 , 1977, p.21）。ハーレー・ダヴィッドソンにとってこの合
併の意味は、敵対的買収から自社を守り、また投資に新たな資金が必要であっ
たからである（Teerlink and Ozley, 2000, 邦訳 , p.20）。この時ハーレー・ダ
ヴィッドソンは、1968 年の時点は大型車の販売は好調で良好な利益を得てお
り、また 1970 年 1~8 月の売上高は推計 60,000,000 ドルに上り、1969 年の 1
年間の売上高 49,000,000 ドルをすでに上回っている。この結果から 8 年連続
の売上記録となっており財政状況が悪く合併したわけではなかったと考えら
れる（日本自動車工業会 , 1968, p.1; 1970, p.1）。  
 
図表 5-5 ハーレー･ダヴィッドソンのモデル別生産台数  
 
注：50～350cc の統計に含めたモデルは sprint, SX, SS, B, A, ML, TX, RC, MSR, z-90, 
























































































































てきたとされる  （日本自動車工業会 , 1977, p.3）。ハーレー・ダヴィッドソン
の設計主任である Wilber Petri は、イタリア製ハーレーが売れなかった責任
の一端として、ディーラーがアメリカ製の大排気量車を売ろうと努めていたこ
とを指摘し、次のように述べている（Wright, 1987, 邦訳 , p.44）。  
 
「一台売って 400 ドル儲かる自動二輪と、1,000 ドル儲かる自動二輪、どっち
を売りたいと思うかね」  
 
1978 年 6 月 14 日、ハーレー・ダヴィッドソンのイタリアの工場は閉鎖され
                                                   






























                                                   








と加工を行っている企業は 1976 年時点では 1346 社ある。このうち完成車メ
ーカーと直接取引している企業は 173 社（12.6%）にすぎない。173 社の内、
実態調査を実施出来たのが 143 社あり、内 1 つのメーカーだけと取引してい
る企業、つまり専属下請けは 23 社だけであった。ホンダ、ヤマハ、スズキの
2 社以上と取引している企業は 37 社であり、75 社はホンダ、ヤマハ、スズキ
の一社及びアセンブラー以外の企業と並列取引関係にあった。また、143 社の
内 95 社が 100 人未満の小規模企業によって占められている。多数の下請け企
業が存在しているが、これらは四輪の下請け企業に比べると規模が小さく、経












                                                   
69 本段落における記述は田中（1977, pp.243-248）に基づいている。  
70 本節における記述は別途引用を除き BCG（1975, pp.57-58）の記述に基づく。  
71 細かい話をすると例えば、クランクケースのパーツとシリンダーブロックの合う部分がＴ
の形となり、この構造ではオイル漏れ対策は不可能となる、結果、オイル漏れが避けられな
いユーザーにとって不親切な設計となってしまうことがあった（BCG, 1975, pp.57-58）。  
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出水（2011, p.220）は、代表的なイギリス車は基本設計が出来ると 20 年以
上の長期にわたり生産され、その間に改良されるが、絶えざる技術革新をつぎ
込む日本車とは対照的な有様である、と評している。例として、名設計者と業
界で評価された Edward Turner が設計したスピード・ツインと呼ばれるモデ













系社員にシステマティックに管理された（出水 , 2002, p.70）。  
これら設計プロセスの違いもあり 1970 年代は、イギリスメーカーの全体の
生産台数が年間 50,000 台半ばで、ハーレー・ダヴィッドソンが 40,000 台弱
であるのに対して、ホンダは 2,000,000 台近くの生産台数を有していた（図表





図表 5-6 生産能力の比較（単位：台）  
 生産台数  一人あたり年間生産台数  
英  スモール・ヒース 1975 10,500 10 
ウルヴァーハンプトン 1975 18,000 18 
メリデン 1972/3 28,000 14 
日  ホンダ  全体  2,000,000 106 の二輪＋ 21 の車  
鈴鹿  1,500,000 350（見積）  
浜松  500,000 174 
ヤマハ 全体  1,000,000 200 
スズキ 二輪事業  800,000 114 
カワサキ  明石  300,000 159 
伊  モトグッチ・ベネリ  40,000 13+20 モペッド  
独  BMW 25,000 20 
米  ハーレー・ダヴィッドソン  38,000 11 
出所：BCG（1975）p.53 をもとに筆者作成。  
 
ハーレー・ダヴィッドソンにおいてはイタリアの工場から売られる小型の自
動二輪の販売予定台数は年間で 175cc~250cc クラスが 4,500 台、125~150cc
クラスが 1,000 台と見積もられていた（Wright, 1987, 邦訳 , p.44）。  
 






                                                   
72 本段落における記述は別途引用を除き（日本自動車工業会 , 1970, p.1）の記述に基づく。  
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73 本段落における記述は別途引用を除き（日本貿易機構 , 1960, p.650）の記述に基づく。  


































































表 5-7 を参照）。  
 









































造会社）の会長である Eric Turner は、ホンダなどの日系会社がアメリカ市場
に参入し、成功することは喜ばしいことと述べた。イギリスメーカーの考えは
低価格の日本車を買うことで市場が拡大し、さらに上位市場であるイギリスメ
                                                   
75 アメリカホンダのウェブサイトより  
（http://powersports.honda.com/）  







































































 本章では 2000 年前後の中国市場で生じた自動二輪業界の変化を取り上げる。
本章においては、先進国企業としてホンダを取り上げ、新興国の企業として中



















限公司、広州摩托車公司との技術提携契約を経て、92 年 8 月には五洋本田（広
州）摩托有限公司が合弁により設立された。同時期に続いて天津本田摩托有限
                                                   





立してきた（向 , 2004, p.44）。この時のホンダの合弁会社では製造原価、マー
ケティングコスト、流通コスト（マージンを含む）などの費用を積み上げて、





図表 6-1 ホンダの中国二輪事業における主な出来事  




1990 年）  












2002 2 二輪研究所、本田摩托車研究開発有限公司を設立  
8 新大洲本田、50cc スクーター「トゥデイ」を日本へ輸出開始  





年には 2000 ドル程度であったのが、2000 年には 500 ドルから 600 ドルまで
下がった。反対に中国の自動二輪車市場は同じ 10 年間で 100 万台から 1500
万台へと拡大した。中国製のコピー自動二輪車はシェアを広げ、20%近くあっ
たホンダのシェアは 2001 年には 2.5%まで低下した（図表 6-2 を参照）。ホン
ダにおいて想定する顧客は大都市のハイエンド層向けの需要をターゲットと
していた（大原 , 2001, pp.8-9）。  
 
図表 6-2 中国市場における二輪車販売台数、価格、ホンダのシェア推移  
 





                                                   







CB125 の事例がある 79。CB125 は中国人好みの見た目の良さで評判となった
が、実際の売れ行きは伸び悩んだ。その理由として販売価格が高かったことも
原因とされるが、10 社以上の地場メーカーが CB125 の見た目を模倣し、低価
格のモデルを一年以内で販売したからであったとされる。正規のホンダ製品の


















                                                   
79 本段落における記述は大原（2005, p.73）に基づく。  
80『日経ビジネス』2001 年 10 月 15 日号 , p.43 





























                                                   
82 本節における記述は別途引用を除き大原（2001）に基づく。  




























                                                   
84 大原 (2001)によれば、他の日系メーカーであるヤマハとスズキは中国資本サプライヤーに
















1980 年代前半まで約 10 年に渡り指導を受けた。その後、サプライヤーのレ
ベルが上がったのでホンダから出向者は引き揚げた。このサプライヤーによれ
ばホンダとの取引で自社の能力向上のために有効だと認識しているのは 2 つ














































用しようというものであった（大原 , 2004, p.38） 86。海南新大洲が持つネッ
                                                   








網を巡らせていることにある（向 , 2004, p.49）。中国全土をカバーする 3000
店の販売網を持ち 87、特にホンダの弱みである郷鎮レベルの小都市では、強い
販売ネットワークを広げている（図表 6-3 を参照）。  
 





所在地  広東省広州市  上海市  上海市  
設立  1992 年 7 月  2001 年 9 月  2002 年 2 月  
事業開始  1992 年 8 月  2001 年 11 月  2003 年 4 月  
資本金  3,000 万 US ドル  1 億 2,946.5 万 US ドル  1,700 万 US ドル  
出資比率  本田技研工業株式会社 50％  
広州摩托集団公司 50％  
本田技研工業株式会社 50％  
海南新大洲控股股份有限公司 50％  
（株）本田技術研究
所  100％  
業務内容  二輪車の製造販売  二輪車の製造販売  二輪車の研究開発  
総経理  加藤千明  若勇昌考  飯芽強  
従業員数  約 3,700 名  約 6,100 名  約 190 名  
生産能力  100 万台／年  160 万台／年  ―  





出所：向（2007）p.22 をもとに筆者作成。  
                                                   





のか（いわゆる「中国価格」）を調べ上げた（大原 , 2004, pp.38-39）。また従
来の日系サプライヤーからの部品供給に頼る方式をやめ、コストを優先するた
めに地場サプライヤーを積極的に活用し始めた（大原 , 2004, p.39）。2002 年
の段階でホンダ関連の在中日系サプライヤー26 社のうち半数が要求コストを
満たせないという理由で、新大洲ホンダの新製品開発に参加させてもらえなか
ったとされる（大原 , 2004, p.39）。低価格モデルを開発するため、中国におい


















                                                   
88『日経ビジネス』2001 年 10 月 15 日号 , p.43 





























                                                   































い 92。  
                                                   







全く同じ部品を大量生産時は 2 社以上、多くは 3 社以上から発注している。
詳細を見ると、新製品開発時は 1 社を選んで部品を開発させ、その製品が市
場でヒットし、増産することになれば全く同じ規格の部品を第 2、第 3 のサプ




















                                                   









は平均 14.9 社であり、サプライヤー18 社のうち 5 社は 20 社以上と取引をし













時は 2 社以上、多くは 3 社以上から発注している。発注方法は次のようにな
る。新製品開発時は 1 社を選んで部品を開発させる。大量生産に入り、その
製品が市場でヒットしたら、さらに増産する。増産の際、全く同じ規格の部品
を第 2、第 3 のサプライヤーに作らせる。メーカーはサプライヤーを実績によ
り A,B,C,D と評価付けし、例えば A と評価されたサプライヤーには 60%、B






























これらの部品は市中に大量にあるため非常に安くコストは 3 分の 1 程度で
                                                   
94 例えば私営 3 社をみていくと、宗申はもともとオートバイ修理、力帆は出版社編集者、隆
鑫はサッシ製造の労働者という具合である（松岡 , 2002, p.65）。  











図表 6-4 コストに差が出る要因  
 輸入部品  合弁部品  ローカル部品  
コスト  100 80 37 
コストに差
が出る要因  









年 8 月 8 日に発売された 50cc スクーターのモデルとしてトゥデイがある 97。
このモデルは初期の希望小売価格が 94,800 円で、同社の同じ 50cc クラスの
モデルであるクレアスクーピー（2001 年 1 月発売）の 159,000 円より大幅に
価格を引き下げたモデルであった。しかし、大原（2009）によれば現実には
想定した以上の品質問題を引き起こしたとされる。実際にリコール件数を参考
                                                   
96 本段落における記述は主に吉野（2006, p.87）に基づく。  
97 ホンダウェブサイト「プレスリリース」  
（http://www.honda.co.jp/factbook/#motor）   
（2014 年 10 月 9 日閲覧）  
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７. 他社の動向 99  
 
ホンダが中国での開発を進める中、他社の開発でも同様の活動がみられる事
例がある。1 つの事例として、2003 年に投入された YBR125 と呼ばれるモデ
ルである（大原 , 2004, p.39; ヤマハ , 2006）。このモデルはヤマハの合弁企業
である重慶建設雅馬哈摩托車有限公司（以下重慶建設雅馬哈摩托）において、
中国では全くの新車種として 2002 年末に投入され 2003 年に年間 11 万台を販
売した。新規の単一車種でこれほど売れたのは 1990 年代から 2004 年まで初
めてだとされる。YBR はもともと、ホンダの CG125 に対抗する発展途上国向
けの戦略モデルとして 1990 年代末にブラジルやインドに投入されたものであ
る。重慶建設雅馬哈摩托で製造・販売する自動二輪車の最低価格が 9,800 元（約
14 万円）に対し、中国競合モデルは 7,000 元（約 10 万円）程度であり、30%
                                                   
98 ホンダウェブサイト「リコール情報」  
（http://www.honda.co.jp/recall/backnumber.html）  





no41/pdf/ts_04.pdf） 2006 年 2 月 7 日発表の資料 筆者は渥美友康氏（ＭＣ事業本部  Ｃ
Ｖ事業 開発室）、浅村欣司氏（ＭＣ事業本部  ＣＶ事業  開発室）、  
北田三男氏（Yamaha Motor R&D（Shanhai）CO.,Ltd）、登澤幸雄氏（（株）ワイ・シー・シ





ジナルのブラジル YBR125 の売値 4,150BLR（約 20 万円）の半分の価格であ
る。価格が約 20 万円と高く価格下落が急速な中国市場においては、素早く中
国向けの廉価モデルを開発する必要があった。現地の開発チームが主導し、1
年以内に 6000 元（約 9 万円）以下のモデルの量産を立ち上げるという目標が








⑤一部の部品について、従来の 1 社手配から 2 社へ変更し、サプライヤーに
価格低下の圧力をかける。  
 






部仕様変更も行い、結果として、売値 6,680 元（約 95,000 円）が達成できた。
また中国 YBR125 に使われている部品は、ヤマハの品質基準を満たし、かつ
コストが安いため、逆にブラジルへの供給が開始された。  
 さらに YBR125 は次のステップとして欧州市場への展開を視野に入れ展開
された。まず 2004 年に中国向けの YBR125 をトルコに試験的に導入した。ト
148 
 
ルコでは YBR125 の価格と品質のバランスが評価され、3 万台の販売実績を上
げることが出来た。その後、中米、アフリカ、カリブ諸国、中等、シンガポー














のか見ていく（図表 6-5 を参照）。  
 



































益のある行動となる（大原 , 2005, p.67）。さらに一度部品の量産を行っていれ
ば、数年から 10 年以上に渡り同様の部品を生産することで規模の経済も働く。
長期に渡って生産することで知識の蓄積、共有が行われ、部品レベルの低コス
トに貢献しているといえる（大原 , 2005, p.68）。  
中国で自動二輪の普及が進んだ 1990 年代は、流通システムが未発達であり、
メーカーによるネットワークは主要市場である農村部に行き渡っていなかっ

































スーパーカブ発売後の 1960 年で約 140 万台 100であり、中国市場ではコピー二
















                                                   
100 本田技研工業編（1986）『世界二輪車概況』p.35 より  







































































































になった 102。  
ベトナムにおける自動二輪車産業は東南アジアの中でも最後発のひとつで
あり、1990 年代から本格的に始まったとされる（三嶋 , 2010, p.259） 103。ホ
ンダがベトナムで自動二輪の投資認可を得たのが 1996 年で、工場完成が 1997
年であった。そこからスーパーカブタイプのスーパードリームの生産が始まっ
た。生産当初のスーパードリームの価格が 2,000 万ドン（1,230 ドル）の販売
価格で、その後コストダウンして 1,500 万ドン（923 ドル）まで販売価格を下







場全体で 50 万台であり、ホンダは現地生産分のシェアで 20%、日本からの輸
入も合わせて計 50%のシェアを獲得していた。  
                                                   
102 タイに駐在していた柏原雅之氏へのインタビューから  





1999 年からベトナムに中国製自動二輪車の本格流入が始まった（太田原 , 
2009, p.282）。2000 年以降、自動二輪の部品セットの輸入が激増し、販売市
場は前年比 3.6 倍と急拡大し、この時期に一気に 150 万台を突破した（三嶋 , 
2010, p.269）。自動二輪は一般に一人当たり GDP が 1,000 ドルを超えると販
売が急拡大する（三嶋 , 2010, p.269）とされているが、ベトナムはこの時期
400 ドル程度であり、想定外の市場の動きであったことが伺える。  
中国製自動二輪は中国政府の諸規制により、販売できなくなった分を隣の国
であるベトナムへ振り向けられるようになった。ホンダのベトナムでのシェア
は中国製自動二輪の流入により 2000 年には 9%まで激減し、中国市場と同様









呼んだ（三嶋 , 2010, p.269）。この低価格モデルを開発するにあたって、以下
に述べるよう大きく 2 つの方策を取っている。  
第 1 に設計・開発の段階からコスト削減を行っている 106。Waveαの開発は
ホンダベトナムに加え、タイ、シンガポールの研究所、日本本社、といったホ
                                                   
104 太田原（2009）によればベトナムの市場規模は 2001 年に 200 万台に達し、ホンダのシェ




見 , 2009, pp.42-43）。  















第 2 に現地調達率を引き上げた。1997 年の現地調達率は 33%、2002 年に
は 65%、2003 年には 76%まで達した（太田原 , 2009, p.283）。さらに現時点
では現地調達出来ない部品も、日本からは輸入せず主にタイホンダと中国の新


















めた結果、中国製のコピー自動二輪との価格差は 2000 年の 2.31 倍から、2002
年の Waveα導入後は 1.37 倍になった。消費者にも品質や機能に対する価格
の割安感が受け入れられ、1999 年の生産台数 9 万台から 2003 年には 42 万台
となり、約 4.7 倍と大幅に引き上げられ市場シェアを取り戻した（天野・新宅 , 
2010, pp.799-800）（図表 7-1 を参照）。2003 年 7 月にはメーカー別月別販売
台数でホンダは首位を取り戻した（井沼 , 2012, p.24）。また 2003 年のベトナ
ムの販売台数の約 8 割は Waveαによるものであった。  
 











図表 7-2 ホンダのベトナムにおける経緯  
年度  主な出来事  
1996 ホンダベトナム設立  
1997 ホンダベトナム量産開始  
1999 上位モデルである Future を投入  
2000 年頃  中国製自動二輪車がベトナムで爆発的に増える  
2002 低価格モデルである Waveαを投入  
























れていない（井沼 , 2012, p.16）。この点は中国市場と同様である。また地場メ
ーカーはディーラー網を持つが、日系と異なり兼売ディーラー 107が多い。ま
た、それらディーラーはその時々で儲かる機種を扱う企業が多く、参入・退出






















                                                   
107 兼売ディーラーとは自社メーカー以外の他社のメーカーも取り扱っているディーラーの
ことを指す。  






















































従前の活動から特に変化はみられなかった 109。  
これら事実から Waveαにおける価値活動はサプライヤーが関わる購買活動
とメーカーが関わる設計活動によって主に達成されていることが理解される
（図表 7-3 を参照）。  
 
 
                                                   
109 ホンダは通常行うコピー品の撲滅広告やキャンペーンといったことは継続していた。  
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ベトナムにおいては、HRS-V というホンダの R&D センター（2003 年）が
設立され、本格的な進出が始まる前に中国メーカー製の自動二輪に対抗する低
















ことになる（図表 7-4 を参照）。  
 






































































































に 二 輪 車 の 生 産 合 弁 会 社 と し て タ イ ホ ン ダ （ Thai Honda 
                                                   








トを組み立て生産していた。CKD とは Complete Knock Down111 の略で、完
成車総額の 60%以上の部品を輸入し、現地で組み立てる方式である。そして
1976 年から 1985 年までを生産体制の確立期とし、この時期は単純な組立生
産工程からタイオリジナルモデルの現地での部品生産と完成車組み立てが行
われた。これはタイ政府の現地調達向上要求が背景にあったとされる（三嶋 , 
2010, p.156）。  
1988 年にはタイ市場の拡大に伴ってタイにも開発のオフィスであるタイツ
ーリングオフィスが新設され、同国での業務がスタートした（天野・新宅 , 2010, 
p.9）。当初は開発といっても外部のデザイン、特にカラスト（カラー＆ストラ
イプ）の変更であり、この延長線上で、外装デザインの現地化を進めてきたが





設備を移管した。これは日本の国内市場は 1980 年代前半（HY 戦争）に迎え
た生産ピークから縮小傾向にあり、そのため設備が遊休していたからである。
市場の急成長もありタイホンダの生産能力は 1988 年の 72,000 台から 1995
年には 728,000 台と約 10 倍に拡大した。1986 年から 1997 年にかけては 50
社以上の日系サプライヤーがタイに新規参入を果たし、サプライヤー群の形成
が一気に進んだ。  
                                                   
111 60％未満は SKD（Semi Knock Down）と呼び、CKD（Complete Knock Down）と合わ










タイに R&D センターである HRS-T（Honda R&D Southeast Asia Co., Ltd. 
Thailand Head Office）を設置した。同時に翌年の 1998 年に 4 ストロークの

































タイホンダの事業展開の経緯をまとめると図表 8-1 になる。  
 
図表 8-1 ホンダのタイでの事業展開と市場の状況  
年度  主な出来事  
1964 アジアホンダモーター設立  
1965 二輪車の生産合弁会社としてタイホンダを設立  
1967 タイホンダ、生産を開始  
1988 生産体制確立のためタイツーリングオフィスを設立  
1991 鈴鹿製作所から生産設備をタイホンダに移管  
1997 タイに R&D 機能をもつ HRS-T を設立  
1998 デザイン、設計、テストの現地化を始める  
2001 走行テストを行える環境を整える  
2002 外観部品のマイナーチェンジが出来るようになる  





 ホンダは 2001 年頃までは日本がほぼ開発を担っており、当時のホンダはど
ちらかといえば ASEAN 市場で高級路線を取っていた。2001 年 12 月にタイ
市場に導入された Wave125 が 40,500 バーツ（980 ドル）、2002 年 4 月に導
入された Dream125 が 37,500 バーツ（910 ドル）である。Wave はもともと
110cc モデルであり、同じ値段で品質をあげることを計画していた（藤本・下
川 , 2004, p.79）。潜在的な競争相手と認識されていた中国車が当時 23,650 バ
ーツ（550 ドル）であることからホンダのモデルは中国車のほぼ 2 倍の価格で
あった（天野・新宅 , 2010, p.795）。日系完成車企業はこのベトナムの経験か
ら、価格を引き下げなければ中国車にタイの市場まで奪われてしまうという強
い危機感があった（三嶋 , 2010, p.208）。2000 年の時点ではタイは中国から自
動二輪の輸入を殆ど行っていなかったが、ベトナムの経験による危機感に動か
される形でタイにおける日系完成車企業は中国の自動二輪メーカーが進出す
る前に廉価版モデルの開発、生産、販売に取り組むことになった（三嶋 , 2010, 
pp.208-209）。  
 




から 2003 年の 3 年間で最廉価モデルの販売価格を 40,000 バーツ（約 963 米
ドル）から 27,000 バーツ（約 650 米ドル）へと 30%超の価格引き下げを達成


























った 113。この点はベトナムホンダが中国製部品を 30 点ほど用いることで
1,000 ドル弱の低価格を実現したこととは大きく異なる。タイホンダでは、廉
価モデルである Wave100 を開発する段階においても、ベトナムホンダで輸入
している部品 30 点についてトライアルを行った。  
結果、3 分の 1 の部品が品質面でタイホンダの基準を満たさず不採用となっ
た。これはタイ市場の方が顧客の要求品質が厳しいものであったからとされる。
また、別の 3 分の 1 の部品はコスト面で不採用になった。これは、輸入関税、
輸送費、などを含めると中国製部品よりもタイ製部品の方が安価であったから
である。残りの 3 分の 1 である 8 部品については、タイホンダによるトライ
アルは通過したものの、デリバリー面で不採用になった。これは 1 部品あた














2 つのコスト削減策の成果として、ホンダは 2002 年 6 月、ベトナムで販売
していた Waveαのタイモデルである Wave100 を 30,000 バーツで販売するこ
とを可能にした。  
さらに 2003 年 4 月に、ホンダは更なる廉価版モデルである WaveZ を投入
した。これは Wave100 よりさらに価格を 10%さげたモデルであり、コストの
削減にあたって次の 3 点が行われた。第 1 に機能の簡素化、第 2 に調達先選
定のために競争入札の導入、第 3 に、現地調達か輸入するかの再分別を行っ











                                                   
114 『オートバイ』誌 2005 年 5 月号より引用。  
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年時点、58 万台の販売台数が 2003 年に 127 万台となった。このうち Wave100
が 80 万台を占めホンダは市場シェアを維持出来た。タイにおいての現地調達











図表 8-2 タイ二輪車生産台数とホンダ  
 
出所：天野・新宅（2010）p.12 より引用。  
 











                                                   










その 1 つがミレニアム社のタイガーである。タイガーは 2000 年に設立され、
創立者のピティ・マノマイビブンはタイカワサキモーター社の社長を務めた経
歴を持っていた。それら経緯もあってタイカワサキの旧式の設備を一式買い取
り起業した（横山 , 2004, p.256）。タイガーのピティ社長によれば二輪車ビジ
ネスを成功させるには、特に地方において信頼出来るディーラー網の構築が不















                                                   
116 本節における記述は別途引用を除き三嶋（2010, p.218）に基づく。  
177 
 
４. タイの販売・サービスについて 117 
 
 本節ではタイにおける販売活動を、ホンダの取引、新興国市場で行われてい
る取引について明らかにしていく。東（2004, p.90）によれば、新車の 2 割が
買い替えユーザー 118であるが、そのうち 6 割は友人や親せきに個人的に販売
しており、残りの 2 割は中古車を専門に取り扱うディーラーに販売している。











2009 年 10 月からホンダはタイを生産拠点として全世界に発売する初めて
のグローバルモデルとして PCX という 125cc のスクーターを開発し発売した
                                                   
117 本節における記述は東（2004, p.90）を基に記述している。  
118 東（2004, p85, p.90）によれば、地域別に保有状況では首都バンコクで 13％であり、大
部分は地方で保有されている。購入はローン利用者が 6-7 割を占めバンコクではファイナン
ス会社、地方ではディーラーが割賦販売を行っている。機種により異なるが、ローンの頭金
は標準で価格の 10％ -20％、分割払いの期間は 24-36 カ月である地方のディーラーは金利を
月 2％に設定しているため 2 年で 48％となり、かなりの利益を稼げる商売となっている。バ
ンコクではメーカー系のファイナンス会社や信販会社との間で競争が激化しており頭金を 0
や低額にし、金利も月 0.8％ -1.7％に抑えられている。  






ブランド力の構築には欠かせないものである。『ASEAN Autobi』誌 2003 年 4 月号によれば








ヨーロッパ、北米、オーストラリアに輸出販売されている。2009 年 10 月よ
りタイで販売が開始され、日本では 2010 年 3 月 30 日より販売が開始された。
日本国内における当初の予定販売台数は年間 8000 台であったが、発売から約
一カ月経過した 2010 年 4 月 26 日時点で 7400 台以上を販売した。その好評
ぶりから日本では 2012 年のマイナーチェンジで 19,000 台に目標販売台数が
引き上げられた。欧州においても現地の既存車種の相場より 2 から 3 割安く、
計画の倍となるヒットを上げた。 2012 年にはさらに車種の展開が行われ、
150cc の PCX150 が日本に導入された。  
グローバルモデル第二弾として上位市場で趣味性の強い CBR250R という
排気量 250cc のスポーツモデルも日本で発売された 121。さらに排気量 250cc
のスクーターで同名のモデル名を有するタイ製のフォルツァ Si（税抜 514,000
円～）は、併売されている日本製のフォルツァ（税抜 660,000 円～）に比べ
装備の違いはあるが比較的安価である 122。  
 ASEAN で製造された部品はより上位の大型車にも採用されている。例えば、
ホンダが新たなコンセプトで開発した NC シリーズ（700cc、税抜 570,000 円
                                                   
120 本段落における PCX の事例に関しては主に次の資料を参考に記述している。  
ホンダウェブサイトより  
（http://www.honda.co.jp/design/designers-talk/pcx/）   
（http://www.honda.co.jp/news/2010/2100426b.html）   
（http://www.honda.co.jp/news/2010/2100316-pcx.html）   
（2014 年 2 月 25 日閲覧）  
121 タイに駐在していた柏原雅之氏へのインタビューによれば、ホンダは自動二輪を 2 つの種
類に区分されている。１つが「コミュータ」（カブに代表されるような二輪車で排気量はだい
たい 150cc 位まで）と、もう 1 つが娯楽的要素の高い「ファン」（主に 250cc 以上のオートバ
イやスクーター）である。本論文ではこの分類にのっとり、250cc 以上を趣味性の高いファ
ンに分類する。  
122 ホンダウェブサイトより  
（http://www.honda.co.jp/motor-lineup/?from=pulldown）  
（http://www.honda.co.jp/factbook/motor/forza/201306/）  
（2014 年 12 月 16 日閲覧）  
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～）のモデルでは従来の 750cc モデルに比べて 30%コストを削減したもので







排気量も大きい上位モデルができあがった 124。2011 年 11 月にヨーロッパで
販売され、日本では 2012 年 2 月に発売を開始し、共に大きな反響を呼び好調
な売れ行きを示している。日本では 2012 年度の販売台数において 400cc 以上
の大型バイク市場でアメリカのハーレー・ダヴィッドソンを押さえてトップに




                                                   
123 NC シリーズに関する事例は主に次の資料からなる。  
・「レスポンス 2012 年 2 月 23 日記事」  
本田技術研究所二輪開発センター宮崎英敏氏に対するインタビューより  
（http://response.jp/article/2012/02/23/170395.html）  
（2014 年 10 月 1 日閲覧）  
・ホンダウェブサイト  
本田技術研究所二輪 R&D センター青木柾憲氏に対するインタビューより  
（http://www.honda.co.jp/environment/face/2012/case18/episode/episode03.html）  
（2014 年 10 月 8 日閲覧）  
・「Wedge Infinity 2013 年 8 月 8 日記事」  
本田技術研究所二輪 R&D センター青木柾憲氏に対するインタビューより  
（http://wedge.ismedia.jp/articles/ -/3019）   
（2014 年 10 月 8 日閲覧）  
・ホンダウェブサイト  
（http://www.honda.co.jp/news/2012/2120417-nc700s.html）   
（2014 年 10 月 8 日閲覧）  




（2014 年 12 月 16 日閲覧）  
125 タイに駐在していた柏原雅之氏へのインタビューから  
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して、従来の国際経営研究（例えば、Hymer 1960, Vernon 1973, Bartlett and 
Ghoshal 1990）は先進国でイノベーション活動を行うことが前提とされてい
た。一方のリバース・イノベーションにおける研究の視点は新興国市場を中心






































はまるのかという点を検討した。この点については Govindarajan and 
Trimble（2012）も比較検討する上で留意すべきことであると述べている。
Govindarajan and Trimble（2012）は日本をリバース・イノベーションとし
て取り扱うことの留意点を次のようにあげている（ Govindarajan and 












なる点は 1 人当たりの平均年間所得であるとされる（Govindarajan and 





あり 1980 年代とは状況が異なる。諸外国と比較可能なデータである 1960 年
の一人あたりの国民所得 126についてみると、日本はアメリカに比べ国民所得
は約 6 分の 1 であり、先進国とは言い難い。Govindarajan and Trimble（2012）
                                                   



























第 4 章からは実際に事例を検討していった。第 4 章は戦後の日本を新興国
                                                   
127 交通法規に関する政策の背景には、急速なモータリゼーションによる交通問題の悪化があ
ったという事情であり、外国企業に対する規制であるといった性質ではない。  
128 実際、1951~1954 年の間、ドイツのクライドラーK51 というモデルを大日本機械工業が
ノックダウン方式で生産販売していた（小関 , 2001, p.118）。1958 年発売のスーパーカブよ
























業側のハーレー・ダヴィッドソン社長 William H. Davidson の『フォーブス』
の取材における証言は適切であったことになる。彼が証言したことを要約する
と、小型自動二輪はスポーツ車であって運搬車ではない 130、いろいろなメー
                                                   
129 ホンダウェブサイトより  
（http://powersports.honda.com/）  


































                                                                                                                                                     































































とネットワークを構築するプロセスを明らかにした。第 4 に、 Porter
（1985,1998）のバリューチェーンとその活動に関する理論では、活動間の連
携が競争優位を生むという主張であったが、本研究では活動の組み換えによっ
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